
法人の名称

法人代表者
職・氏名

田辺市 やすらぎ対策課 指導係

管理者名

記入者
職・氏名

記入年月日 令和　　　年　　　月　　　日

電子メールアドレス

事業所の所在地

 〒

事業所の名称

電話番号

  介護サービス事業者　自主点検表　

（令和5年 1月版）

事業所番号

（ 居宅介護支援 ）
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◆

◆

〇

△

×

＝

※

◆

◆

◆

◆

… 介護保険法　（平成9年12月17日号外　法律第123号）

… 介護保険法施行規則　（平成11年3月31日号外　厚生省令第36号）

…

…

…

…

…

…

…

　　※　上記以外の根拠法令等は、根拠法令等の名称を記載しています。　　

法

法施行規則

基準省令

基準解釈通知

市条例

 << 留意事項 >>

１　自主点検表の目的

　この自主点検表は下記の省令、条例、通知等に基づき作成しています。
　この自主点検表を用いて事業者自身が、
　　・自らのサービスの提供体制及び運営状況　　・サービス費用の算定方法等についての点検・評価
　を行うことにより、各種基準の遵守の徹底と、より質の高いサービスの提供を目指すために役立てていただくことを目的と
しています。

２　自主点検表の利用方法

　　【自主点検の実施時期】    最低でも年１回行うこととし、事業者自らが必要と思う時期に定期的に点検を行って
ください。

　　【自主点検を行う者】    自主点検は事業所の管理者、法人の法令遵守責任者等、当該事業の運営につい
て責任を負う者を中心に複数の者で行うこととしてください。

　　【点検方法】   各項目の「評価事項」に対して、次の区分により「評価」欄に自主点検した結果を記
入してください。

できている

一部できている

できていない

　介護保険事業者は、自らの責任において関係法令等を確認、遵守し運営を行わなければなりません。

「居宅介護支援」の運営に際し、遵守すべき主な厚生労働省令、田辺市条例、通知等は以下のとおりです。

　　【点検後の対応等】 　点検を行った結果、評価欄が「△」または「×」に該当した項目については、原因分
析を行うとともに、速やかに必要な改善策を講じてください。

　　【点検結果の共有】 　点検を行った結果及び改善事項については、事業所内研修等で全従業者と共有
し、サービスの質の向上に活用してください。

　　【点検結果の保管】 　作成した自主点検表及び改善経過がわかる書類については、適切に保管を行い、
市が行う運営指導時等に求めがあった際には提示をお願いします。

３　根拠法令等

　人員欠如や報酬請求上の基準欠如等、重大な事態が明らかになった場合は速
やかにやすらぎ対策課指導係まで連絡をしてください。介護給付費算定に係る体制
等に関する届出書の提出が必要な場合があります。

該当なし

　評価事項内にチェックボックス（�）を設けている項目については、あてはまるのもに
ついてレ点を入れ（�）、自主点検する際に活用してください。

市施行規則

老企第29号

老企第36号

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
　（平成11年3月31日号外　厚生省令第38号）

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について
　（平成11年7月29日　老企第22号）

田辺市指定居宅介護支援等の事業の人員等に関する基準等を定める条例
 （平成30年3月30日　条例第11号）

田辺市指定居宅介護支援等の事業の人員等に関する基準等を定める条例施行規則
（令和３年3月30日　規則第13号）

介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について　（平成11年11月12日　老企第
29号）

報酬告示 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準　(平成12年2月10日　厚生省告示第20号)

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス，居宅療養管理指導及び福祉
具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について　（平成12年3月1日　老企第36号）
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第１　基本方針

自主点検項目 評　　　　価　　　　事　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

1 基本方針 １ 基準省令
 第１条の２第１項

２ 基準省令
 第１条の２第２項

３ 基準省令
 第１条の２第３項

４ 基準省令
 第１条の２第４項

・連携に関する書類

５ (1) 基準省令
 第１条の２第５項

(2) 市施行規則
 第２条

・人権擁護推進員の
任命に関する書類

６ 基準省令
 第１条の２第６項
基準解釈通知
　第２の３(1)

要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限り
その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を
営むことができるよう配慮して行っているか。

市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業
者、指定介護予防支援事業者、介護保険施設等との連携に努め
ているか。

利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用
者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービス
が、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配
慮して行っているか。

※ 指定居宅介護支援を行うに当たっては、介護保険法第１１８条
の２第１項に規定する介護保険等関連情報等(「科学的介護情報シ
ステム（ＬＩＦＥ)」など）を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイ
クルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向上に
努めなければならないこととされています。

指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第118条の2第1
項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、
適切かつ有効に行うよう努めているか。

利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、
利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定
の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、
公正中立に行っているか。

人権擁護推進員を任命しているか。

利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備
を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置
を講じているか。

※　虐待の防止に係る義務付けの適用に当たっては、経過措置が設けられて
おり、R6.3.31までの間は、努力義務。
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第２　人員に関する基準

自主点検項目 評　　価　　事　　項 評 価 根拠法令等

1 介護支援専門
員

１ 基準省令
 第２条第１項
基準解釈通知
 第２-２(1)

２ 基準省令
 第２条第２項

※ 基準解釈通知
 第２-２(1)

※

３ 基準解釈通知
 第２-２(1)

４ 基準解釈通知
 第２-３(8)㉖

※

２ １ 基準省令
 第３条第１項
基準解釈通知
 第２-２(1)

２

※

※ 介護保険最新情報
vol.843

３

・

・

管理者の雇用形態が分か
る文書

管理者の実績表/タイム
カード

主任介護支援専門員研修
修了証明書
　　　　　　　　　等

基準省令
 第３条第３項
基準解釈通知
 第２-２(2)

指定介護予防支援の業務を受託する場合は、その業
務量等を勘案し、指定居宅介護支援の業務が適正に
実施できるよう配慮しているか。

基準省令
 第３条第２項
基準解釈通知
 第２-２(2)

事業所ごとに１以上の常勤の介護支援専門員を配置
しているか。

介護保険施設の常勤専従の介護支援専門員と兼務し
ていないか。

摘　要
（確認書類等）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

管理者 事業所ごとに常勤の管理者を配置しているか。

　1に規定する員数の基準は、利用者の数が35又は
その端数を増すごとに1としているか。

予防の取扱件数に制限はないが、業務に支障がない
ようすること。

管理者には主任介護支援専門員を配置しているか。

取扱件数により介護報酬の逓減制が適用されるた
め、注意すること。

常勤の介護支援専門員の配置は、利用者の数35人に
対して1人を基準とするものであり、利用者の数が
35人又はその端数を増すごとに増員することが望ま
しい。ただし、当該増員に係る介護支援専門員につ
いては、非常勤とすることができる。

主任介護支援専門員ではない者を管理者として配置
可能とする経過措置は、R9.3.31まで。ただし、
R3.4.1以降新たに管理者となる介護支援専門員に
は、当該経過措置は適用されない。（管理者を変更
した場合を含む）
業務管理や人材育成の取組を促進する観点から、経
過措置期間の終了を待たず、管理者として主任介護
支援専門員を配置することが望ましい。

不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者と
して配置できなくなった場合は、管理者確保のため
の計画書等を市に届け出ること。

管理者は次に掲げる場合を除き、専らその職務に従
事しているか。

管理業務に支障がない場合に限り、同一敷地内にあ
る他の事業所の職務との兼務(ただし、介護保険施
設の常勤専従の介護支援専門員との兼務は不可)

同一事業所内の介護支援専門員との兼務

勤務実績表/タイムカー
ド

勤務形態一覧表

職員履歴書

介護支援専門員証

雇用契約書

辞令

利用者名簿

雇用保険関係書類

健康保険等関係書類

就業規則
　　　　　　　　　等
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第３　運営に関する基準

自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

１ １

※

２

①

②

③

３ 基準省令
 第４条第３項
基準解釈通知
 第２-３(2）

※

※ 基準省令
 第４条第４項

２ １

①
②

③

　

３ １

実効性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保
険被保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管す
ることを依頼しておくことが望ましい。（介護保険最新情報vol.629
平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ　Ｖｏｌ.1　問131）

・他事業所紹
介に関する記
録 等

・利用申込受
付簿
　　　　　等

他の居宅介護支援事業者を紹介した事例があれば記入。

基準省令
 第６条

利用者は、居宅サービス計画原案に位置付けた指定居
宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることが
できること

利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、文書の交付
に代えて、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に
記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報
通信の技術を利用する方法であって電磁的方法により提供すること
ができる。

正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒否していないか。

基準省令
 第４条第２項
基準解釈通知
 第２-３(2）

サービス
提供困難
時の対応

内容及び
手続の説
明及び同
意

提供拒否
の禁止

基準省令
 第４条第１項
基準解釈通知
 第２-３(2)

指定居宅介護支援の提供の開始に際し、利用申込者又はその家族に
対し、重要事項説明書（※）を交付して説明を行い、書面により同
意を得ているか。

指定居宅介護支援の提供の開始に際し、次の事項について、あらか
じめ利用申込者又はその家族に対し、文書の交付に加えて口頭での
説明を懇切丁寧に行い、それを理解したことについて署名を得てお
り、署名を得た日付を明らかにしているか。

指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はそ
の家族に対し、利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた場
合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝える
よう求めているか。

利用者は、複数の指定居宅介護サービス事業者等を紹
介するよう求めることができること

前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成
された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通
所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下
「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた
居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該
指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー
ビス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう
ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着
型サービス事業者によって提供されたものが占める割
合　等

※運営基準減算の対象となるため、注意すること。

当該事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し
自ら適切なサービス提供が困難であると認めた場合は、他の指定居
宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じているか。

運営規程の概要、介護支援専門員の勤務体制、秘密保持、事故発生
時の対応、苦情処理の体制等、利用申込者がサービスを利用するた
めに必要な事項が含まれていること。

（正当な理由）

当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合。
利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である
場合
利用申込者が他の指定居宅介護支援事業者にも併せて指定居宅介護
支援の依頼を行っていることが明らかな場合

提供拒否の事例があれば記入。

基準省令
 第５条
基準解釈通知
 第２-３(3）

・重要事項説
明書
（利用申込者
又は家族の同
意があったこ
とがわかるも
の）

・内容及び手
続きの説明の
理解にかかる
利用申込者の
署名文書

・利用契約書
　　　　　等

・依頼文書 等
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

４ 受給資格
等の確認

１ 基準省令
 第７条

・介護保険番
号、有効期限
等を確認して
いる記録　等

５ １ 基準省令
 第８条第１項
基準解釈通知
 第２-３(4）

２ 基準省令
 第８条第２項
基準解釈通知
 第２-３(4）

３ 基準省令
 第８条第３項
基準解釈通知
 第２-３(4）

６ 身分を証
する書類
の携行

１ 基準省令
 第９条
基準解釈通知
 第２-３(5）

・介護支援専
門員証（写）

７ 利用料等
の受領

１ 基準省令
 第10条第１項
基準解釈通知
 第２-３(6）

・領収証控
・重要事項説
明書
・契約書
・同意に関す
る書類

２

３ 基準省令
 第10条第３項
基準解釈通知
 第２-３(6）

・重要事項説
明書、契約
書、同意に関
する書類　等

４ 法
第41条第8項準用

・領収書
（控）等

５ 法施行規則
第78条

※

８ 保険給付
の請求の
ための証
明書の交
付

１ 基準省令
 第11条
基準解釈通知
 第２-３(7）

・指定居宅介
護支援提供証
明書（控）

９ １ 基準省令
 第12条第１項

・連携に関す
る記録

２ 基準省令
 第12条第２項

10 指定居宅
介護支援
の具体的
取扱方針

(1) 基準省令
 第13条第１号
基準解釈通知
 第２-３(8）①

・介護支援専
門員証（写）
・居宅サービ
ス計画書
　

(2) 基準省令
 第13条第２号
基準解釈通知
 第２-３(8）②

・重要事項説
明書
・契約書同意
に関する書類
等

指定居宅
介護支援
の基本取
扱方針

要介護認
定の申請
に係る援
助

あり

なし

交通費の支払を受ける場合は、利用者の選定により通常の事業の実
施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場合と
なっているか。

・運営規程

 通常の事業実施地域以外の居宅における居宅
介護支援に係る交通費を徴収するケース

基準省令
 第10条第２項
基準解釈通知
 第２-３(6）

介護支援専門員は、介護支援専門員証を携行し、初回訪問時及び利
用者又はその家族から求められたときは、これを提示しているか。

利用申込者の被保険者証で、被保険者資格、要介護認定の有無及び
要介護認定の有効期間を確認しているか。

被保険者の要介護認定に係る申請について、利用申込者の意思を踏
まえ、必要な協力を行っているか。

保険給付が償還払いとなる場合に利用者から支払を受ける利用料の
額と、居宅介護サービス計画費の額との間で、差額を設けていない
か。

居宅介護サービス計画費が償還払いとなる場合、当該利用料の額等
を記載した指定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付して
いるか。

利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するように行ってい
るか。また、医療サービスとの連携に十分配慮して行っているか。

指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨と
し、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、
理解しやすいように説明を行っているか。

利用料を徴収した場合は、領収証を交付しているか。

交通費の支払いを受けるに当たっては、あらかじめ、利用者又はそ
の家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、
同意を得ているか。

　実際に実施している取組み

自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価を行い、常にその改
善を図っているか。

介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させ
ているか。

(例：第三者評価、職員提案の活用、職員の自己評価、職員や家族へ
のアンケート等）

・評価に関す
る記録

その他の費用の額は、それぞれ個別の費用ごとに区分して記載する
こと。

要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介
護認定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう、必要な援助
を行っているか。

要介護認定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申
請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場
合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに申請が行われるよ
う必要な援助を行っているか。

・申請援助に
関する記録

領収証は、居宅介護サービス計画費、指定居宅介護支援の利用料
（償還払いの場合）及びその他の費用の額（交通費等）を区分して
記載しているか。
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

(3) 基準省令
 第13条第３号
基準解釈通知
 第２-３(8）③

(4)

(5) 基準省令
 第13条第４号
基準解釈通知
 第２-３(8）④

(6)

(7)

a

b

c

(8) 基準省令
 第13条第19号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉑

(9) 基準省令
 第13条第19号の
２
基準解釈通知
 第２-３(8）㉑

(10) 基準省令
 第13条第20号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉑

(11) 基準省令
 第13条第20号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉑

(12) 基準省令
 第13条第13号の
２
基準解釈通知
 第２-３(8）⑬

・アセスメン
トシート

・居宅サービ
ス計画書

・サービス担
当者会議の記
録

・支援経過記
録等

・モニタリン
グの記録

・個別サービ
ス計画

・主治の医師
等の指示、意
見及び情報提
供等に関する
書類

・介護保険施
設等との連携
に関する書類

　　　　　等

基準省令
 第13条第５号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑤

居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、利用者によるサービ
スの選択に資するよう、複数の指定居宅サービス事業者等の紹介の
求めがあった場合等には誠実に対応するとともに、居宅サービス計
画案を利用者に提示する際には、当該利用者が居住する地域の指定
居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を
適正に利用者又はその家族に対して提供しているか。

　(6)について、次のような取扱いを行っていないか。

利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利
用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を得て
主治の医師等の意見を求めているか。

継続的かつ計画的に居宅サービス等の提供を行うために、支給限度
額があることのみをもって、特定の時期に偏って継続が困難な、ま
た必要性に乏しい居宅サービスの利用を助長していないか。

居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常生活全般を支
援する観点から、介護給付等対象サービス以外の保健医療サービス
又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサー
ビス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるよう努めて
いるか。

指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたと
きその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他
の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるもの
を、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に
提供しているか。

居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテーション等の医療
サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療サービスに係る主
治の医師等の指示がある場合に限りこれを行っているか。

医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあっ
て、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等の医学的観点から
の留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重して居宅介護
支援を行っているか。

特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏した情報を提供する

主治の医師等の意見を求めた場合において、居宅サービス計画を作
成した際には、当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付してい
るか。

利用者の選択を求めることなく同一の事業主体のサービスのみ
による居宅サービス計画原案を最初から提示する

利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷地内等の指定居宅
サービス事業者のみを居宅サービス計画に位置付ける

居宅サービス計画の作成は、利用者の自立した日常生活の支援を効
果的に行うために、利用者の心身又は家族の状態等に応じて、継続
的かつ計画的に居宅サービスが提供されるものとなっているか。

◆「10-1」から「10-23」からは、指定居宅介護支援の具体的取扱方針に係る一連の業務内容について示しています。
　
◆各項目の順番は、居宅サービス計画作成に関する基本的なプロセスに合わせて記載しています。

10-1

継続的かつ計
画的な居宅
サービス等の
利用

10-2

総合的な居宅
サービス計画
の作成

10-3

利用者自身に
よるサービス
の選択

10-4

主治の医師等
の意見等
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

(13)

a

b

(14) 基準解釈通知
 第２-３(8）⑰

(15) 基準省令
 第13条第18号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑱

(16) 基準省令
 第13条第25号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉕

(17)

※

(18) 基準省令
 第13条第24号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉔

(19)

(20)

(21)

(22) 基準省令
 第13条第22号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉓

(23) 基準省令
 第13条第22号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉓

(24) 基準省令
 第13条第23号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉓

基準省令
 第13条第27号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉗

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提
供された場合においても、次のいずれかの場合は介護保険施設への
紹介その他の便宜の提供を行っているか。

介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者から依頼が
あった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あら
かじめ、居宅での生活における介護上の留意点等の情報を介護保険
施設等の従業者から聴取する等の連携を図るとともに、居宅での生
活を前提とした課題分析を行った上で居宅サービス計画の作成等の
援助を行っているか。

介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける
場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計
画に福祉用具貸与が必要な理由を記載しているか。

10-5

介護保険施設
等との連携

短期入所サービスを要介護認定の有効期間の概ね半数を超えて位置
づける場合は、保険者へ届出等を行っているか。

要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合には、速
やかに適切な介護予防サービス計画の作成に着手できるよう、指定
介護予防支援事業者へ当該利用者に係る必要な情報を提供する等の
連携を図っているか。

地域ケア会議（※）から、利用者への適切な支援を図るために必要
な検討及び地域において自立した日常生活を営むために必要な支援
体制に関する検討を行うための資料又は情報の提供、意見の開陳そ
の他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努め
ているか。

地域ケア会議は、個別ケースの支援内容の検討を通じて、法の理念
に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支援、高
齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構
築及び個別ケースの課題分析等を行うことによる地域課題の把握を
行うことを目的としている。

利用者が提示する被保険者証に、認定審査会意見又は市町村による
指定に係る居宅サービス等の種類についての指定がある場合には、
利用者にその趣旨を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居
宅サービス計画を作成しているか。

居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護（以下
「短期入所サービス」という。）を位置付ける場合にあっては、利
用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意している
か。

10-9

短期入所生活
介護及び短期
入所療養介護
の居宅サービ
ス計画への位
置付け

福祉用具貸与については、居宅サービス計画作成後必要に応じて随
時サービス担当者会議を開催して、利用者が継続して福祉用具貸与
を受ける必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、継
続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合は、その理由を居宅
サービス計画に記載しているか。

介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付
ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービ
ス計画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載しているか。

基準省令
 第13条第21号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉒

利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難となった
と認める場合

利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合

基準省令
 第13条第17号

(13)の紹介その他の便宜の提供に当たっては、介護保険施設は医療
機能がそれぞれ異なることに鑑み、主治医の意見を参考にする、主
治医に意見を求める等を行っているか。

10-6

指定介護予防
支援事業者と
の連携

10-7

地域ケア会議
への協力

10-8

認定審査会意
見等の居宅
サービス計画
への反映

10-10

福祉用具貸与
及び特定福祉
用具販売の居
宅サービス計
画への反映

短期入所サービスを利用する日数は、要介護認定の有効期間の概ね
半数を超えないようにしているか。（利用者の心身の状況等を勘案
して特に必要と認められる場合を除く。）
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

１

(25)

※

(26)

２

(27)

(28)

３

(29)

a

b

c

(30)

サービス担当者会議等を通じて適切なマネジメントにより福祉
用具貸与が特に必要である旨が判断されている。

上記について、市町村への確認依頼申請など確実な方法で確認
している。

　(29)aの判断をした医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画
に記載しているか。
　また、指定福祉用具貸与事業者より、当該軽度者に係る医師の所
見及び医師の名前について確認があったときは、利用者の同意を得
て、適切にその内容について情報提供しているか。

基本調査の結果で判断する場合

軽度者の同意を得た上で、調査票の写しの内容が確認できる文書を
指定福祉用具貸与事業者へ送付しているか。

アの（二）及びオの（三）に該当する場合

表１のアの（二）及びオの（三）について、該当する基本調査結果
がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員のほ
か軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービ
ス担当者会議を通じた適切なケアマネジメントにより判断している
か。

上記情報について指定福祉用具貸与事業者へ送付しているか。

基本調査結果で例外給付とならない場合

　次の要件をすべて満たしているか。

基準省令
 第13条第22号
基準解釈通知
 第２-３(8）㉓
老企第36号
 第２の９(2)

表２のⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する者が、医師の医
学的所見に基づき判断されている。

（確認方法）
当該軽度者の「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成12年厚
生省告示第91号）別表第1の調査票について必要な部分（実施日時、
調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調
査の回答で当該軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下
「調査票の写し」という。）を市町村から入手する。ただし、軽度
者がこれらの結果を介護支援専門員に提示することについて、あら
かじめ同意していない場合は、本人に情報開示させ、それを入手す
る。

10-11

軽度者に対す
る福祉用具貸
与費の例外給
付

軽度者（要介護１の者をいう。ただし、自動排泄処理装置（尿のみ
を自動的に吸引する機能のものを除く。）については、要介護１、
要介護２及び要介護３の者をいう。）の居宅サービス計画に指定福
祉用具貸与を位置づける場合には、表１「厚生労働大臣が定める者
のイ」の状態像の者であることを確認し、福祉用具専門相談員のほ
か軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービ
ス担当者会議を通じた適切なケアマネジメントにより判断している
か。
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

10-11

軽度者に対す
る福祉用具貸
与費の例外給
付（続き）

表２

表１

次のいずれかに該当する者

次のいずれかに該当する者

（一)日常的に起きあがりが困難な者 基本調査１－４
「３．できない」

基本調査１－３
「３．できない」

(二)日常的に寝返りが困難な者

イ　特殊寝台及び特殊寝
台付属品

基本調査１－７
「３．できない」

ア　車いす及び車いす付
属品

厚生労働大臣が定める者のイに該
当する基本調査の結果

厚生労働大臣が定める者のイ対象外種目

―(二)日常生活範囲における移動の支援が特に必
要と認められる者

（一)日常的に歩行が困難な者

基本調査１－３
「３．できない」

日常的に寝返りが困難な者ウ　床ずれ防止用具及び
体位変換器

次のいずれかに該当する者エ　認知症老人徘徊感知
機器

オ　移動用リフト（つり具の
部分を除く）

次のいずれかに該当する者

基本調査２－６
「４．全介助」

基本調査２－１
「４．全介助」

（一)排便が全介助を必要とする者

基本調査２－１
「３．一部介助」又は「４．全介助」

―

（一)日常的に立ち上がりが困難な者

(二)移乗が一部介助又は全介助を必要とする者

(三)生活環境において段差の解消が必要と認め
られる者

基本調査３－１
「１．調査対象者が意見を他者に伝
達できる」以外
　　又は
基本調査３－２～３－７のいずれか
「２．できない」
　　又は
基本調査３－８～４－15のいずれか
「１．ない」以外
その他、主治医意見書において、認
知症の症状がある旨が記載されて
いる場合も含む。

基本調査２－２
「４．全介助」以外

（一)意見の伝達、介護者への反応、記憶・理解
のいずれかに支障がある者

(二)移動において全介助を必要としない者

次のいずれかに該当する者

(二)移乗が全介助を必要とする者

カ　自動排泄処理装置

基本調査１－８
「３．できない」

ⅰ）

ⅱ）

ⅲ）

（注）事例はあくまでもⅰ）からⅲ）の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したにすぎない。また、逆に事
例以外の者であっても、ⅰ）からⅲ）の状態であると判断される場合もありうる。

区分 該　　当　　項　　目 事　　　例　（※注）

パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ
現象

がん末期の急速な状態

ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患に
よる心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎
の回避

疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又
は時間帯によって、頻繁に厚生労働大臣が定める者のイに該
当する者

疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のう
ちに厚生労働大臣が定める者のイに該当することが確実に見
込まれる者

疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状
の重篤化の回避等医学的判断から、厚生労働大臣が定める
者のイに該当すると判断できる者

9　



自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

(31)

(32)

(33) 基準省令
 第13条第７号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑦

(34)

(35)

a

b

c

d

e

f

(36)

(37)

標準項目名 標準項目名

基準省令
 第13条第８号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑧

老企第29号

アセスメントに当たっては、利用者が入院中であることなど物理的
な理由がある場合を除き必ず利用者の居宅を訪問し、利用者及びそ
の家族に面接して行っているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 運営基準減算の対象

基準省令
 第13条第６号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑥

介護サービス計画
書の様式及び課題
分析標準項目の提
示について」（平
成11年11月12日老
企第29号）

排尿・排便

介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な
方法により、利用者について、その有する能力、既に提供を受けて
いる指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通じて
利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生
活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握
（以下「アセスメント」という）しているか。

基本情報に関する項目
課題分析（ｱｾｽﾒﾝﾄ）

に関する項目

利用者の希望及び利用者のアセスメントの結果に基づき、利用者の
家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される
体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された課題に対応す
るための最も適切なサービスの組合せを検討し、実現可能な居宅
サービス計画の原案を作成しているか。

　居宅サービス計画（原案）には次の項目を盛り込んでいるか。

利用者及びその家族の生活に対する意向を踏まえた課
題分析の結果

口腔衛生

食事摂取

問題行動

介護力

居住環境

特別な状況

居宅サービス計画書第６表の作成にあたって、本自主点検表別紙３
「居宅サービス計画作成にあたっての介護報酬上の留意事項(主なも
の）」等、介護給付費の算定ルールを踏まえているか。

健康状態

ＡＤＬ

ＩＡＤＬ

認知

コミュニケーション能力

社会との関わり

居宅サービス計画原案として、居宅サービス計画書の第１表～第３
表、第６表及び第７表を作成しているか。

※「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示につい
て」（平成11年11月12日 老企第29号）

基本情報（受付、利用者等基本情報）

生活状況

利用者の被保険者情報

現在利用しているサービスの状況

「課題分析標準項目」は要介護者の有する課題を客観的に抽出する
ための手法として合理的なものと認められる適切な方法として、国
が標準項目を示したものであり、以下に示す同項目について分析を
行っているか。

障害老人の日常生活自立度

認知症である老人の日常生活自立度

主訴

認定情報

サービスを提供する上での留意事項

課題分析（アセスメント）理由

じょく瘡・皮膚の問題

10-12

課題分析の実
施

10-13

課題分析にお
ける留意点

10-14

居宅サービス
計画原案の作
成

総合的な援助の方針

生活全般の解決すべき課題

提供されるサービスの目標及びその達成時期

サービスの種類、内容、利用料

10　



自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

(38)

(39)

※

(40)

(41)

※

ａ

b

c

※

(42)

(43)

(44)

(45)

(46)

(47)

(48) 基準省令
 第13条第12号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑫

基準省令
 第13条第11号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑪

10-15

サービス担当
者会議等によ
る専門的意見
の聴取

基準省令
 第13条第９号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑨

テレビ電話装置等の活用にあたっては個人情報保護委員会・厚生労
働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた
めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関
するガイドライン」等を遵守すること。

サービス担当者会議の開催に際してテレビ電話装置その他の情報通
信機器（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能
な機器をいう。以下「テレビ電話装置等」という。）を活用する場
合、会議に参加する利用者又はその家族からテレビ電話装置等の活
用に関する同意を得ているか。

基準省令
 第13条第10号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑩

居宅サービス計画の原案について、文書（同意年月日及び署名又は
押印）により利用者の同意を得ているか。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営基準減算の対象

開催日の調整を行ったがサービス担当者の事由により担当者会
議への参加が得られなかった場合

居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態に大きな変化
が見られない等の軽微な変更の場合 等

利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等によ
り、主治の医師又は歯科医師の意見を勘案して必要と認める場
合

居宅サービス計画を交付したときは、担当者に対し、個別サービス
計画の提出を求め、連動性や整合性を確認しているか。

居宅サービス計画を居宅サービス等の開始までに交付しているか。

a・ｂ・ｃの場合であっても出席しなかった記録だけでなく、照
会によって欠席者の意見を求めなければならない。

交付の記録（利用者及び担当者から受領の署名及び受領年月日等）
があるか。

サービス担当者会議を、訪問サービスや通所サービス等の提供中に
開催していないか。（開催した場合は、そのサービスは終了とな
る。）

やむを得ない場合とは次のようなことが想定されるが、居宅介護支
援事業所の都合や、利用者又はその家族が参加できないという理由
は該当しない。

居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等につい
て、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サー
ビス計画の原案の内容について、利用者又はその家族に対して説明
しているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営基準減算の対象

居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を利用
者及び担当者に交付しているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営基準減算の対象

10-17

居宅サービス
計画の交付

10-18

個別サービス
計画の提出依
頼

サービス担当者会議を開催し、利用者の状況等に関する情報を担当
者と共有するとともに、居宅サービス計画の原案の内容について、
サービス担当者から専門的な見地からの意見を求めているか。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営基準減算の対象

10-16

居宅サービス
計画の説明及
び同意

サービス担当者会議は、家庭内暴力等のやむを得ない場合を除き、
利用者及びその家族の参加を基本としているか。

サービス担当者会議はやむを得ない場合を除き、居宅サービス計画
に位置づけた全担当者を召集しているか。
なお、やむを得ず意見照会を行った場合は、照会内容について記録
するとともに、当該担当者に対して記録を送付するなどの連携に努
めているか。
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

(49)

(50)

(51)

(52)

(53) 基準省令
 第13条第13号の
２

基準解釈通知
 第２-３(8）⑬

※

・

・

・

・

・

・

・

・

・

(54) 基準省令
 第13条第14号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑭

※

(55)

(56) 基準省令
 第13条第15号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑮

・

・

(57)

次の場合にサービス担当者会議を開催し、サービス計画の変更の必
要性について、担当者から専門的な見地からの意見を求めている
か。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営基準減算の対象

基準省令
 第13条第13号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑬

利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況
に係る以下に示すような情報のうち、介護支援専門員が助言が必要
と判断した情報について、利用者の同意を得て主治の医師（※）若
しくは歯科医師又は薬剤師に提供しているか。

介護支援専門員は指定居宅サービス事業者等の担当者と緊密な連携
を図っているか。

モニタリングは、特段の事情（※）がない限り、少なくとも月に1
回、利用者の居宅で面接を行い、かつ、モニタリングの結果を記録
しているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営基準減算の対象

薬の服用を拒絶している

使いきらないうちに新たに薬が処方されている

ここでの主治の医師は、要介護認定の申請のために主治医意見書を
記載した医師に限定されない。

介護支援専門員は利用者の解決すべき課題の変化が認められる場合
には、指定居宅サービス事業者等の担当者と円滑に連絡が行われる
よう体制の整備をしているか。

口臭や口腔内出血がある

特段の事情がある場合については、その具体的な内容を記録してい
るか。

特段の事情とは利用者の事情によるものであり、介護支援専門員に
起因する事情は含まれない。例えば、訪問日が勤務日でないといっ
た理由は介護支援専門員に起因するものである。

(56)に示す要介護更新認定及び要介護状態区分の変更の認定を受け
た場合にあっては、「課題分析の実施」「居宅サービス計画原案の
作成」「サービス担当者会議等による専門的意見の聴取」「居宅
サービス計画の説明及び同意」「居宅サービス計画の交付」及び
「個別サービス計画の提出依頼」までの一連の業務を行っている
か。

※居宅サービス計画の内容変更がない場合であっても、実施するこ
と。

居宅サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なア
セスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を行っている
か。

食事量や食事回数に変化がある

下痢や便秘が続いている

皮膚が乾燥していたり湿疹等がある

薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している

モニタリングを通じて利用者の解決すべき課題の変化が認められる
場合等、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行っているか。

10-19

居宅サービス
計画の実施状
況等の把握及
び評価等

体重の増減が推測される見た目の変化がある

10-21

居宅サービス
計画の変更の
必要性につい
てのサービス
担当者会議等
による専門的
意見の聴取

10-20

モニタリング
の実施

要介護更新認定を受けた場合

要介護状態区分の変更の認定を受けた場合

リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関
わらず提供されていない状況
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

(58)

※

(59) 基準省令
 第13条第18号の
２
基準解釈通知
 第２-３(8）⑲

(60)

(61)

※1

※2

11 法定代理
受領サー
ビスに係
る報告

１
基準省令
 第14条第１項
基準解釈通知
 第２-３(9）①

※

基準省令
 第13条第18号の
３
基準解釈通知
 第２-３(8）⑳

介護保険最新情報
vol.1006、1009

居宅サービス計画の変更にあたっては、「課題分析の実施」「居宅
サービス計画原案の作成」「サービス担当者会議等による専門的意
見の聴取」「居宅サービス計画の説明及び同意」「居宅サービス計
画の交付」及び「個別サービス計画の提出依頼」までの一連の業務
を行っているか。（軽微な変更の場合を除く。）

10-23

居宅サービス
計画の届出

居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（生
活援助中心型に限る。以下(59)において同じ。）を位置付ける場
合、その利用の必要性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護
が必要な理由を記載しているか。

市町村からの求めがあり、以下に該当する場合において、当該指定
居宅介護支援事業所の居宅サービス計画の利用の妥当性を検討し、
当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由等を記載するととも
に、当該居宅サービス計画を市町村に届け出ているか。

居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る居宅
介護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービ
ス費及び特例地域密着型介護サービス費（以下「サービス費」とい
う。）の総額が法第４３条第２項に規定する居宅介護サービス費等
区分支給限度基準額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サー
ビス費がサービス費の総額に占める割合が厚生労働大臣が定める基
準（※1または※2）に該当する場合。

【軽微な変更に該当する事例】

サービス費の総額が介護保険法第４３条第２項に規定する居宅介護
サービス費等区分支給限度基準額に占める割合が１００分の７０以
上である。

(59)の居宅サービス計画を翌月の末日までに市町村へ届け出ている
か。

基準省令
 第13条第15号
基準解釈通知
 第２-３(8）⑯

介護保険最新情報
vol.959

訪問介護に係る居宅介護サービス費がサービス費の総額に占める割
合が１００分の６０以上である。

毎月、市町村又は国保連に対し、居宅サービス計画において位置付
けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サービスとし
て位置付けたものに関する情報を記載した給付管理票を提出してい
るか。

10-22

居宅サービス
計画の変更

軽微な変更は次のとおり国から例示されている。
ただし、軽微な変更に該当するかどうかは一連の業務を行う必要性
の高い変更（利用者の状態、解決すべき課題や目標に変化が認めら
れることをモニタリングや継続的アセスメントで判断）であるかで
判断すること。

本自主点検表別紙３「居宅サービス計画作成に当たっての介護報酬
上の留意事項(主なもの）」参照

項　　　目 内　　　　　容

利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的なも
ので、単なる曜日、日付の変更のような場合

サービス提供の曜日変更

同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の増減
のような場合

サービス提供の回数変更

同左利用者の住所変更

事業所の名称変更 同左

単なる目標設定期間の延長を行う場合（ケアプラン上の目標
設定（課題や期間）を変更する必要が無く、単に目標設定期
間を延長する場合など）

目標期間の延長

福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用具の
変更

福祉用具で同等の用具に変更する
に際して単位数のみが異なる場合

目標もサービスも変わらない（利用
者の状況以外の原因による）単なる
事業所変更

同左

第1表の総合的な援助の方針や第2表の生活全般の解決す
べき課題、目標、サービス種別等が変わらない範囲で、目標
を達成するためのサービス内容が変わるだけの場合

目標を達成するためのサービス内容
が変わるだけの場合

契約している居宅介護支援事業所における担当介護支援専
門員の変更（ただし、新しい担当者が利用者をはじめ各サー
ビス担当者と面識を有していること。）のような場合

担当介護支援専門員の変更
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

12 利用者に
対する居
宅サービ
ス計画等
の書類の
交付

１ 基準省令
 第15条
基準解釈通知
 第２-３(10）

１

a

b

14 管理者の
責務

１ 基準省令
 第17条第１項

２ 基準省令
 第17条第２項

15 運営規程 １

a

b

c

d

※

e

ｆ

ｇ

16 勤務体制
の確保

１ 基準省令
 第19条第１項
基準解釈通知
 第２-３(13）①

２

※

３ 基準省令
 第19条第２項
基準解釈通知
 第２-３(13）②

４ 基準省令
 第19条第３項
基準解釈通知
 第２-３(13）③

５ 基準省令
 第19条第４項
基準解釈通知
 第２-３(13）④

①

②

･運営規程

事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発

13 利用者に
関する市
町村への
通知

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業
務を担当させているか。（ただし、介護支援専門員の補助の業務に
関してはこの限りでない。）

適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において
行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、
業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、介護支援専門員の
就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な
措置（具体的には以下①及び②に示すものと）を講じているか。

介護支援専門員の資質の向上のために、その研修の機会を確保して
いるか。

職員の職種、員数及び職務の内容

事業の目的及び運営方針

　偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けよ
うとしたとき。

　正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指
示に従わないこと等により、要介護状態の程度を増進させたと
認められるとき。

通常の事業の実施地域

指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他
費用の額

虐待の防止のための措置に関する事項（令和6年3月31
日までは努力義務）

利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提供できるよう、原則とし
て月ごとに勤務表を作成し、介護支援専門員については、日々の勤
務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にしてい
るか。

その他運営に関する重要事項

基準省令
 第16条
基準解釈通知
 第２-３(11）

基準省令
 第18条
基準解釈通知
 第２-３(12）

管理者は事業所の介護支援専門員その他の従業者に、基準省令・条
例等に定める基準を遵守させるため必要な指揮命令を行っている
か。

運営規程には、次の事項が定められているか。

営業日及び営業時間

指定居宅介護支援を受けている利用者が、次のいずれかに該当する
場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知している
か。

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメ
ントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業員に周
知・啓発すること

相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体
制の整備

相談（苦情を含む）に対応する担当者をあらかじめ定めるこ
と等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、
労働者に周知すること。

１で作成した勤務表に基づき、当該勤務の状況等について、非常勤
の介護支援専門員を含めて管理者が一体的に管理しているか。

非常勤の介護支援専門員が兼務する兼務の事業所を居宅介護支援の
拠点とし、独立して利用者ごとの居宅介護支援台帳の保管を行うよ
うなことは認められない。

利用者の相談を受ける場所、課題分析の手順等を記
載すること。

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合、要介護認
定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その他利用者から
の申し出があった場合には、当該利用者に対し、直近の居宅サービ
ス計画及びその実施状況に関する書類を交付しているか。

管理者は、事業所の介護支援専門員その他の従業者の管理、利用の
申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に
行っているか。

・雇用の形態
（常勤・非常
勤）が分かる
文書

・研修計画、
実施記録

・方針、相談
記録

・業務日誌
　　　　等
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

17 １ 基準省令
 第19条の２第１
項
基準解釈通知
 第２-３(14）①

２

①

a

b

c

②

d

e

ｆ

３ 基準省令
 第19条の２第２
項
基準解釈通知
 第２-３(14）③
④

４ 基準省令
 第19条の２第３
項

５ 市条例第４条

18 設備及び
備品等

１ 基準省令
 第20条
基準解釈通知
 第２-３(15）①

２ 基準省令
 第20条
基準解釈通知
 第２-３(15）②

３ 基準省令
 第20条
基準解釈通知
 第２-３(15）③

19 従業者の
健康管理

１ 基準省令
 第21条

・健康診断の
記録　等

20 １
基準省令
 第21条の２

①

②

③

２ 市施行規則
　第３条

・任命に関す
る書類

感染症の
予防及び
まん延の
防止のた
めの措置

初動対応

感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じ
ているか。 （令和6年3月31日までは努力義務）

介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、
必要な研修及び訓練を定期的に（年１回以上、及び新規採用時）実
施しているか。

災害等が発生した場合は、可能な範囲において、利用者の安否の確
認及び心身の状況等の把握に努め、その内容を市に報告するととも
に、市が行う利用者等への支援に協力しているか。

基準省令
 第19条の２第１
項
基準解釈通知
 第２-３(14）②

指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えているか。
（ただし、他の事業所及び施設等と同一敷地内にある場合であっ
て、運営に支障がない場合は、他の事業所及び施設等に備え付けら
れた設備及び備品等を使用することができる。）

感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討す
る委員会(テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用
して行うことができるものとする。)をおおむね６月に
１回以上開催するとともに、その結果について、介護
支援専門員に周知徹底を図る。

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画
の変更を行っているか。

相談、サービス担当者会議等に対応するのに適切なスペースを確保
しているか。

衛生管理推進員を任命しているか。

平常時の対応

緊急時の対応

感染拡大防止体制の確立

他施設及び地域との連携

事業を行うために必要な広さの区画を設けているか。

介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を
行っているか。

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護
支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の
業務再開を図るための業務継続計画を策定し、当該計画に従い必要
な措置を講じているか。

災害に係る業務継続計画

業務継続
計画の策
定等

（令和6年3
月31日まで
は努力義
務）

業務継続計画には「介護施設・事業所における新型コロナウイルス
感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所に
おける自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照し、以下の
項目について記載しているか。

感染症に係る業務継続計画

平時からの備え

介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防
止のための研修及び訓練を定期的に（年１回以上、及
び新規採用時）実施している。また、新規採用時にお
いては別途、感染症対策研修を実施している。

感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備
し、平常時の対策及び発生時の対応を規定している。

・業務継続計
画

・研修及び訓
練計画、実施
記録

　　　　　等

・感染症及び
食中毒の予防
及びまん延の
防止のための
対策を検討す
る委員会名
簿、委員会の
記録

・感染症及び
食中毒の予防
及びまん延の
防止のための
指針

・感染症及び
食中毒の予防
及びまん延の
防止のための
研修の記録及
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

21 掲示 １

①

②

③

④

⑤

※

22 秘密保持
等

１ 基準省令
 第23条第１項
基準解釈通知
 第２-３(18）①

２ 基準省令
 第23条第２項
基準解釈通知
 第２-３(18）②

３ 基準省令
 第23条第３項
基準解釈通知
 第２-３(18）③

23 広告 １ 基準省令
 第24条

・パンフレッ
ト/チラシ

24 １ 基準省令
 第25条第１項
基準解釈通知
 第２-３(19）①

２ 基準省令
 第25条第２項
基準解釈通知
 第２-３(19）②

３ 基準省令
 第25条第３項
基準解釈通知
 第２-３(19）③

１

(1)

①

②

③

・苦情の受付
簿

・苦情者への
対応記録

・苦情対応マ
ニュアル 等

居宅サー
ビス事業
者等から
の利益収
受の禁止
等

運営規程の概要

基準省令
 第22条
基準解釈通知
 第２-３(17）

苦情処理の体制

　
重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをい
つでも関係者に自由に閲覧させることにより、掲示に代えるこ
とができる。

事故発生時の対応

提供するサービスの第三者評価の実施状況　等

事業所の見やすい場所（重要事項を伝えるべき介護サービスの利用
申込者、利用者又はその家族に対して見やすい場所）に、次の事項
（利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項）を
掲示しているか。

従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用
者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置（誓約
書を徴す、就業規則等に違約金を規定するなど）を講じているか。

サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は
利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族
の同意をあらかじめ文書により得ているか。

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は居宅サービス計画の作
成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等に
よるサービスを利用すべき旨の指示等を行っていないか。

基準省令
 第26条第１項
基準解釈通知
 第２-３(20）①

指定居宅介護支援事業所について広告する場合においては、その内
容が虚偽又は誇大なものとなっていないか。

介護支援専門員の勤務の体制（常勤・非常勤ごと等の
人数を掲示する趣旨であり、介護支援専門員の氏名ま
での掲示を求めない）

苦情処理

介護支援専門員その他の従業者が、正当な理由がなく、その業務上
知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしていないか。

25

苦情処理の体制があるか。

苦情対応マニュアル等を作成しているか。
※相談窓口の連絡先、苦情処理の体制及び手順等、当
該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の
概要について明らかにすること。

苦情を申し出るための措置

利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するた
め、以下の措置を講じているか。

上記内容を重要事項説明書に記載するとともに、事業
所に掲示しているか。
※苦情の相談窓口については、事業所に設置するもの
のほか、市町村及び国民健康保険団体連合会の窓口に
ついても利用者等に周知する必要がある。

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、
居宅サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事
業所の介護支援専門員に対して特定の居宅サービス事業者等による
サービスを位置付けるべき旨の指示等を行っていないか。

・個人情報同
意書

・従業者の秘
密保持誓約書

指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作
成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等に
よるサービスを利用させることの対償として、当該居宅サービス事
業者等から金品その他の財産上の利益を収受していないか。
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

25 ２

(1)

(2)

(3) 基準省令
 第26条第５項

３

(1)

(2)

４

(1)

(2) 基準省令
 第26条第６項・
第７項
基準解釈通知
 第２-３(20）③

基準省令
 第26条第３項・
第４項
基準解釈通知
 第２-３(20）③

基準省令
 第26条第２項
基準解釈通知
 第２-３(20）②

国保連が苦情を受け付けた場合

市町村から指導又は助言を受けた場合においては、それに従って必
要な改善を行っているか。市町村からの求めがあった場合には、指
導又は助言に従って行った改善の内容を報告しているか。

基準省令
 第26条第６項・
第７項
基準解釈通知
 第２-３(20）③

苦情処理
（続き） 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自

らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に対して苦
情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しているか。

自ら提供した指定居宅介護支援に関し、市町村が行う文書その他の
物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若
しくは照会があった場合は、その調査に協力しているか。

利用者からの苦情に関して国保連が行う調査に協力するとともに、
自ら提供した指定居宅介護支援に関して指導又は助言を受けた場合
は、当該指導又は助言に従い必要な改善を行っているか。

市町村が苦情を受け付けた場合

国保連から求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改
善の内容を報告しているか。

事業所が苦情を受け付けた場合

苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識
に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を
自ら行っているか。

指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けたサービ
スに対する苦情について、利用者が国保連へ申立てする場合、利用
者に対して必要な援助を行っているか。
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

１

①

②

③

２

①

a

b

c

d

e

f

③

④

食中毒及び感染症、結核等の発生

火災等の発生

②

職員(従業者）の法令違反、不祥事等の発生

サービス提供中の利用者の死亡事故又は負傷等のケ
ガ
（医師の診断を受け投薬、処置等何らかの治療が必
要となった事故）

以下の事故が発生した場合、速やかに市町村に報告し
ている。

利用者及びその家族に対して、速やかに事故概要及び
状況説明等を行っている。

基準省令
 第27条
基準解釈通知
 第２-３(21）

基準省令
 第27条
基準解釈通知
 第２-３(21）

事故が発生した場合に備え、損害賠償保険に加入して
いる。又は、賠償するための資金を確保している。

事故が発生した場合又は事故が発生しそうになった場
合（ヒヤリ・ハット事例）には、その原因を分析し、
その分析結果を従業者に周知徹底するなど、再発生を
防ぐための対策を講じている。

事故が発生した場合

事故が発生した場合、次の対応をしているか。

※参照：介護保険事業者等の事故発生時における報告取扱要領
（標準例）
　
【和歌山県】
　[きのくに介護ネット]　事故発生時の対応（報告）
　
https://wave.pref.wakayama.lg.jp/kaigodenet/careprov/jiko
/jiko.html
 

事故対応マニュアルを作成している。
（事故が起きたときの連絡先、連絡方法、報告が必要
な事故の範囲 等、事故が発生した場合の対処方法）

賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を速やかに
行っている。

事故の状況及び事故に際して採った措置について記録
している。
（完結の日から５年間保存）

　事故が発生した場合に備え、次の対応をしているか。

26 事故発生
時の対応 ・事故対応マ

ニュアル

・市町村、家
族等への報告
記録

・再発防止策
の検討の記録

その他事業者が報告を必要と判断するもの及び市町
村が報告を求めるもの

利用者による法令違反、不祥事等

事故発生の予防等
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

27 １

①

・

・

・

・

・

・

・

②

・

・

・

・

・

・

・

・

・

③

④

介護支援専門員に対し、虐待の防止のための研修を定
期的（年１回以上、及び新規採用時）に実施している
か。上記の①～③の措置を適切に実施するための担当者を
置いているか。

虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じて
いるか。

虐待の防止のための対策を検討する委員会(テレビ電話
装置等を活用して行うことができるものとする。)を定
期的に開催し、次のような事項について検討するとと
もに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底
を図っているか。

利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項

虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

基準省令
 第27条の２
基準解釈通知
 第２-３(22）①

基準省令
 第27条の２
基準解釈通知
 第２-３(22）
②③④

虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事
項

成年後見制度の利用支援に関する事項

その他虐待の防止の推進のために必要な事項

虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する
こと

虐待の防止のための指針の整備に関すること

虐待の防止のための職員研修の内容に関すること

虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整
備に関すること

従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への報告
が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること

虐待の発生を分析し、の再発の防止策を講じた際
に、その効果についての評価に関すること

虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から
得られる再発の確実な防止策に関すること

事業所における虐待の防止に関する基本的考え方

虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する
事項

虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

虐待の防
止

（令和6年3
月31日まで
は努力義
務）

虐待の防止のため、次のような項目を盛り込み、指針
を整備しているか。

・委員会の開
催記録

・虐待の発
生、再発防止
の指針

・研修計画、
実施記録

・担当者を設
置したことが
分かる文書

　
等
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自主点検項目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評価 根拠法令等 摘　要
（確認書類等）

28 会計の区
分

１

※

・

・

・

29 記録の整
備

１ 基準省令
 第29条第１項

・従業者に関す
る諸記録
・設備・備品台
帳
・会計関係書類

２

※

①

a

b

c

d

③

④

⑤

30 電磁的記
録等
（参考）

１

２

①

②

③

④

⑤

従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。

サービス担当者会議等の記録

モニタリングの結果の記録

電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医
療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガ
イダンス」及び厚生労働省「医療情報システムのの安全管理に関す
るガイドライン」等を遵守すること。

基準省令
 第31条
基準解釈通知
 第２-５(1）(2)

-

基準省令
 第28条
基準解釈通知
 第２-３(23）

市条例第５条

市町村への通知に係る記録

指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録

記録の区分毎の「その完結の日」の定義の詳細については、「田辺
市指定居宅介護支援等の事業の人員等に関する基準等を定める条例
第５条及び田辺市指定介護予防支援等の基準等を定める条例第５条
に規定する記録の保存期間の解釈について（平成30年４月19日田や
第121号）」を確認すること。

参照：田辺市ホームページ
　[やすらぎ対策課　指導係]　居宅介護支援等　関係情報
　https://www.city.tanabe.lg.jp/yasuragi/shidou/kyotaku-
jyouhou.html

具体的な会計処理方法については、次の通知による。

介護保険の給付対象事業における会計の区分について(H13.3.28
老振発第18号)

介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社会福祉法人会計基準の
取扱いについて(H24.3.29 老高発0329第1号）

指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の取扱いについて
(H12.3.10 老計第8号）

アセスメントの結果の記録

電磁手方法による同意は、例えば電子メールにより利用者などが同
意の意思表示をした場合等が考えられること。

電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明
確にする観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電
子署名を活用することが望ましいこと。

個々の利用者ごとに次の事項を記載した居宅介護支援
台帳

居宅サービス計画

その他、基準第31条第２項において電磁的方法によることができる
とされているものは、①から③までに準じた方法によること。ただ
し、別途、電磁的方法の定めがあるものについては、その定めに従
うこと。

事業所ごとに経理を区分するとともに、指定居宅介護支援の事業の
会計とその他の事業の会計とを区分しているか。 ・会計関係書

類

・事業者等と
の連絡調整に
関する記録

・居宅サービ
ス計画書

・アセスメン
トの結果の記
録

・サービス担
当者会議等の
記録

・モニタリン
グの結果の記
録

・市町村への
通知記録

・苦情に関す
る記録

・事故に関す
る記録

事故の状況及び事故に際して採った処置についての記
録

苦情の内容等の記録

作成、保存その他これらに類するもののうち、条例の規定において
書面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文
字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載され
た紙その他の有体物をいう。)で行うことが規定されている又は想定
されるもの(被保険者証に関する者並びに以下2に示すものを除く。)
については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行う
ことができる。

交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下
「交付等」という。）のうち、条例の規定において書面で行うこと
が規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相
手方の承諾を得た上で、書面に代えて、以下①から⑤に示す電磁的
方法によることができる。

電磁的方法による交付は、基準第４条第２項から第８項までの規定
に準じた方法によること。

利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次の記録を整備
し、その完結の日から５年間保存しているか。

②
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第５　介護給付費関係

項　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評 価 摘　要
（確認書類等）

１

１

２

①

・

・

※

②

居宅介護支援費(ⅲ) 60件～ 313単位/月 406単位/月

また、当該事業所内の配置に限らず、同一法人内の配置でも認め
られるが、常勤換算で介護支援専門員1人あたり、1月24時間以上
の勤務を必要とする。

居宅介護支援費（Ⅱ）

情報通信機器（人工知能関連技術を活用したものを含む）の活用
又は事務職員の配置を行っている場合に算定するもの。

情報通信機器（人工知能関連技術を含む）の活用

本自主点検表における「第３運営基準の10指定居宅介護支援の具
体的取扱方針」に示す一連の業務等の負担軽減や効率化に資する
ものとする。

【具体例】

当該事業所内外や利用者の情報を共有できるチャット機能の
アプリケーションを備えたスマートフォン

訪問記録を随時記録できる機能（音声入力も可）のソフトウ
エアを組み込んだタブレット等

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に
おける個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」、厚
生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ
ン」等を遵守すること。

事務職員の配置

本自主点検表における「第３運営基準の10指定居宅介護支援の具
体的取扱方針」に示す一連の業務等の負担軽減や効率化に資する
職員とする。

なお、職員の勤務形態は常勤の者でなくても差し支えない。

418単位/月

居
宅
介
護
支
援
費

(

Ⅱ

)

居宅介護支援費(ⅰ) 1件～44件 1,076単位/月 1,398単位/月

居宅介護支援費(ⅱ) 45件～59件

居
宅
介
護
支
援
費

(

Ⅰ

)

居宅介護支援費(ⅰ) 1件～39件 1,076単位/月 1,398単位/月

居宅介護支援費(ⅱ)

522単位/月 677単位/月

報酬告示
別表イ注
１、注２

老企第36号
第３の7

居宅介護支援費（１月につき）

区　分 取扱件数
要介護１
要介護２

要介護３
要介護４
要介護５

40件～59件 539単位/月 698単位/月

居宅介護支援費(ⅲ)

居宅介護支援
費の算定

以下の算定表の内容により算定を行っているか。

60件～ 323単位/月
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項　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評 価 摘　要
（確認書類等）

２ 算定のルール １

①

②

③

④

⑤

※

給付管理票を作成できないため、居宅介護支援費は請求でき
ない。

ただし、病院若しくは診療所又は地域密着型介護老人福
祉施設若しくは介護保険施設から退院又は退所する者等
であって、医師が一般に認められている医学的知見に基
づき回復の見込みがないと判断した利用者については、
当該利用者に対してモニタリング等の必要なケアマネジ
メントを行い、給付管理票の作成など、請求にあたって
必要な書類の整備を行っている場合は請求することがで
きる。
　なお、その際は居宅介護支援費を算定した旨を適切に
説明できるよう、個々のケアプラン等において記録を残
しつつ、居宅介護支援事業所において、それらの書類等
を管理しておくこと。

原則として、利用者に対し居宅介護支援を行い、かつ、月末時点
において給付管理をしている場合に、算定しているか。ただし、
次の場合に留意すること。

月の途中で、利用者が死亡又は施設入所等した場合
老企第36号
第３の１

死亡又は施設入所等の時点で居宅介護支援を行っており、か
つ、給付管理票を提出する事業者が算定する。

月の途中で、事業所の変更がある場合
老企第36号
第３の２

月末時点で居宅介護支援を行い、給付管理票を提出する事業
所のみ算定する。
（月の途中から小規模多機能居宅介護事業所を利用し始めた
場合を除く。また、月の途中で利用者が他の市町村に転出す
る場合を除く。）

月の途中で、利用者の要介護度に変更があった場合
老企第36号
第３の３

要介護１又は要介護２と、要介護３から要介護５までは居宅
介護サービス計画費の単位数が異なることから、要介護度が
要介護１又は要介護２から、要介護３から要介護５までに変
更となった場合の取扱いは、月末における要介護度区分に応
じた報酬を請求するものとする。

月の途中で、利用者が他の市町村に転出する場合
老企第36号
第３の４

転出前後の市町村双方で別々に支給限度額を管理することか
ら、転出前の担当事業所と転出後の担当事業所がそれぞれ給
付管理票を作成し、それぞれ居宅介護支援費を算定する。

居宅サービス計画を作成したが、当該月中に利用実績がない
場合

老企第36号
第３の５
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項　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評 価 摘　要
（確認書類等）

2 算定ルール（続
き）

２

①

②

③

④

⑤

3 取扱件数の算
定

老企第36号
第３の７

①

・

②

・

・

・

居宅介護支援の利用者を契約日が古いものから順に並
べる

(ⅰ)(ⅱ)又は(ⅱ)(ⅲ)の区分が異なる部分で同じ契約
日かつ利用者の報酬単価が異なる利用者がいる場合
は、報酬単価が高い利用者から並べる

基本単位の居宅介護支援費(ⅰ)、居宅介護支援費(ⅱ)、又は居宅
介護支援費(ⅲ)を区分するための取扱件数の算定は下記①②によ
り適切に行っているか。

取扱件数を確認する

取扱
件数

＝

居宅介護支援利用者数 + (介護予防支援利用者数×1/2)

 介護支援専門員数（常勤換算）

介護予防ケアマネジメントの件数については取扱件数
に含まない

居宅介護支援費を利用者ごとに割り当てる

介護予防支援の利用者を冒頭に並べる

利用者が月を通じて次のサービスを受けている場合は、当該月に
ついて、居宅介護支援費を算定していないか。

報酬告示
別表イ注８

老企第36号
第２の１(2)特定施設入居者生活介護（短期利用特定施設入居者生活介護

費を算定する場合を除く。）

小規模多機能居宅介護（短期利用居宅介護費を算定する場合
を除く。）

認知症対応型共同生活介護（短期利用認知症対応型共同生活
介護費を算定する場合を除く。）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用地域密着型特
定施設入居者生活介護費を算定する場合を除く。）

複合型サービス（短期利用居宅介護費を算定する場合を除
く。）

介護給付費部分（加算等）については、以下の資料を用いて自主点検をお願いします。

１ 各種加算等自己点検シート （居宅介護支援費） ※ 介護保険最新情報 Vol.1120  （R4.12.28）反映

２ 各種加算・減算適用要件等一覧 （居宅介護支援費）※介護保険最新情報 Vol.1120  （R4.12.28）反映
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第４　変更の届出等

項　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　事　　　　　　項 評 価 根拠法令等

１ 変更、再開の届
出

１

・

・

・

・

・

・

・

・

※

２ 法
　第82条第1項

２ 廃止、休止の届
出（事前）

１ 法
　第82条第2項
法施行規則
　第133条第3項

休止した当該事業を再開したときは、10日以内に市に再開
届出書を提出しているか。

当該事業を廃止または休止しようとするときは、その廃止
または休止の日の1か月前までに、廃止・休止届出書を市に
提出しているか。

下記の内容について、変更が生じた場合、変更した日から
10日以内に市に変更届出書を提出しているか。

法
　第82条第1項
法施行規則
　第133条第1項

事業所の名称及び所在地

申請者の名称及び主たる事務所の所在地

代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書又は条例等(指定居宅介護支援に関する
事項のみ)

事業所の平面図

事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴

運営規程

介護支援専門員の氏名及び登録番号

事業所の所在地、建物の構造・専用区画等、運営に大きな影響の
ある変更や再開については、事前に（変更日の２週間前までに）
田辺市やすらぎ対策課指導係に事前協議をしてください。
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（ 別紙 １ ）

以下について文書を交付して説明し、利用申込者から署名を得る。

①　複数の居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること
②　居宅サービス計画に位置づけた居宅サービス事業者の選定理由の説明を求めることができること
③　前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通
所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サー
ビス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位
置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合等

・利用者の居宅（※）を訪問し、利用者及び家族に面接を行う。

※居宅の定義　・・・　法　第８条第２項
　　この法律において「訪問介護」とは、要介護者であって、居宅（老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第
二十条の六に規定する軽費老人ホーム、同法第二十九条第一項に規定する有料老人ホーム（以下「有料老人ホー
ム」という。）その他の厚生労働省令で定める施設における居室を含む。以下同じ。）において介護を受けるもの（以
下「居宅要介護者」という。）について、その者の居宅において介護福祉士その他政令で定める者により行われる入
浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働省令で定めるもの（定期巡回・随時対応
型訪問介護看護（第十五項第二号に掲げるものに限る。）又は夜間対応型訪問介護に該当するものを除く。）をい
う。

◆「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について」（平成11年11月12日 老企第29号）

３
居宅サービス計画書の
原案を作成

原案について意見を求めるため、サービス担当者会議を開催する。

◆原則として関係者の召集が必要だが、例外として以下の場合は意見照会をもって代えることができる。

　　①　やむを得ない場合（日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により参加できなかった場合）

　　②　利用者の状態に大きな変化が見られない等における軽微な変更等

◆要介護更新認定又は区分変更を受けた場合も開催しなければならない。この場合は、居宅サービス計画変更の

一連の業務（「課題分析の実施」「居宅サービス計画原案の作成」「サービス担当者会議等による専門的意見の聴

取」「居宅サービス計画の説明及び同意」「居宅サービス計画の交付」及び「個別サービス計画の提出依頼」）が必要

となる。

◆サービス担当者会議は、利用者等の同意をもってテレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことがで

きるものとする。

居宅サービス計画書原案について、利用者又は家族へ説明し、文書による同意を得る。

◆署名、説明年月日、同意年月日を記載すること。

居宅サービス計画書の確定版を利用者・事業者へ交付。

◆第１表～３表、６表及び７表を交付する。
◆署名、交付年月日等を記載すること。
◆個別サービス計画の提供を依頼する。

居宅サービス事業者によるサービスの提供。

◆各居宅サービス事業所から個別サービス計画を受領する。

継続的に実施状況の把握（モニタリング）を行う。

◆継続的なアセスメントを含む。
◆特段の事情のない限り、少なくとも1月に1回は居宅を訪問し、利用者に面接をする。また、モニタリン
グの結果を記録する。

計画変更する場合は、２から６の業務を実施する。

◆軽微な変更については、２から６の業務の省略が可能。自主点検表14ページまたは「介護保険最新
情報vol.959」を参照すること。

７
居宅サービス事業者に
よるサービス提供

８ 継続的なモニタリング

９ 計画変更

４
サービス担当者会議の
開催

５
居宅サービス計画書原
案について、利用者等か
ら同意を得る

６
居宅サービス計画書の
確定版を利用者・事業者
へ交付

・アセスメント結果に基づき、最も適切なサービスの組合せを検討し、実現可能な居宅サービス計画の原案
を作成する。
・6項目（自主点検表10ページ）について計画に盛り込む。

　　居宅サービス計画作成に係る一連の業務　　(概要)

※下線部が未実施の場合は、運営基準減算となるため注意すること。

１ 相談受付及び契約

２
利用者の心身の状況に
ついて課題分析（アセス
メント）

・項目10-12（自主点検表10ページ）の課題分析を実施する。
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（ 別紙 ２ ）

1

（例）

◆更新認定の結果を確認し、速やかに居宅サービス計画作成に係る２から６までの業務（別紙１）を実施する。

・認定日（令和５年４月２０日）以降に居宅サービス計画原案を作成し、説明・同意・交付の手順を行う。
・暫定の居宅サービス計画作成に係るサービス担当者会議において、「見込みどおりの介護度がでて、サービス内容に変
更がない場合は暫定の居宅サービス計画を確定版とする」ことを検討されていれば、居宅サービス計画に係るアセスメン
ト及びサービス担当者会議の省略が可能。
ただし、この場合であっても、居宅サービス計画に必要事項を記載したものに対して、利用者又は家族の同意を得て、当
該計画を利用者及びサービス担当者に交付すること。

２

（例）

・認定日（令和４年１１月１０日）以降に居宅サービス計画原案を作成し、説明・同意・交付の手順を行う。
・暫定の居宅サービス計画作成に係るサービス担当者会議において、「見込みどおりの介護度がでて、サービス内容に変
更がない場合は暫定の居宅サービス計画を確定版とする」ことを検討されていれば、居宅サービス計画に係るアセスメン
ト及びサービス担当者会議の省略が可能である。
ただし、この場合であっても、居宅サービス計画に必要事項を記載したものに対して、利用者又は家族の同意を得て、当
該計画を利用者及びサービス担当者に交付すること。

 
 ◎ 現在の認定の有効期間…令和４年４月１日から令和６年３月３１日
 ◎ 区分変更申請の申請日…令和４年１０月１日
 ◎ 区分変更申請の認定日…令和４年１１月１０日

（１）

◆区分変更申請にあたり、あらかじめ、暫定の居宅サービス計画作成に係る一連の業務（「課題分析の実施」「居宅サービス
計画原案の作成」「サービス担当者会議等による専門的意見の聴取」「居宅サービス計画の説明及び同意」「居宅サービス計
画の交付」及び「個別サービス計画の提出依頼」）を実施する。

◆第１表の「申請中」に〇を付す。　（※ 第１表の空欄に「暫定」と追記するなど分かりやすく工夫することは可。）

（２）

◆区分変更申請の結果を確認し、速やかに居宅サービス計画作成に係る２から６までの業務（別紙１）を実施する。

区分変更申請をした場合

「暫定」の居宅サービス計画作成に係る一連の業務

現在の認定の有効期間満了後に、更新認定が行われた場合

 ◎ 現在の認定の有効期間…令和４年４月１日から令和５年３月３１日
　
 ◎ 更新認定の認定日………令和５年４月２０日

（１）

◆令和５年３月３１日までに、暫定の居宅サービス計画作成に係る（別紙１）「２アセスメント」から「６居宅サービス計画
書の確定版を利用者・事業者へ交付」までの業務を実施する。

◆第１表の「申請中」に〇を付す。　（※ 第１表の空欄に「暫定」と追記するなど分かりやすく工夫することは可。）

（２）
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（ 別紙 ３ ）

１ サービス種類相互の算定関係について

（１）

特定施設入居者生活介護（地域密着型を含む。）又は認知症対応型共同生活介護を受けている間は、その
他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は
算定できない。ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要がある場
合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の指定居宅サービス又は指定地域密着型
サービスを利用させることは差し支えない。

（２）

短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間は、訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、
訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡
回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介
護費、小規模多機能型居宅介護費及び複合型サービス費は算定できない。

（３）
小規模多機能型居宅介護を受けている間は、指定居宅サービス並びに指定地域密着型サービスに係る介護
給付費は算定できない。（訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与
費を除く。）

（４）
看護小規模多機能型居宅介護を受けている間は、指定居宅サービス並びに指定地域密着型サービスに係る
介護給付費は算定できない。（訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与費を除
く。）

（５）

同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービスの所定単位数は算定できない。
例えば、利用者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行うことについて
は、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確認・健康チェック等も合わせて行うべきものであるこ
とから、訪問介護（生活援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。(利用者不在時の訪問サービスの
取扱いについては、当該時間帯に通所サービスを利用するかどうかに関わらず同様である。)

（６）
福祉用具貸与費は、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている者にも算定が可能である。ただ
し、居宅に戻らない短期入所の連続利用をしている場合は算定できない。

（７）

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、訪問介護と訪問看護、又
は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況
や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められる場合に限り、そ
れぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助を
する場合に、適切なアセスメント（利用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービ
ス等のその置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した
日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。）を通じて、利用者の
心身の状況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要であると判断され、30分以上１時
間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に
利用した場合、訪問介護については396単位、訪問看護については821単位がそれぞれ算定される。

　居宅サービス計画作成に当たっての介護報酬上の留意事項   （主なもの）
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（ 別紙 ３ ）

　居宅サービス計画作成に当たっての介護報酬上の留意事項   （主なもの）

２ 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について

（１）

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院の退所（退院）日又は短期入所療養介護の
サービス終了日（退所・退院日）には、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通
所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、施設サービスや
短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退院）日に通所介護サービス
を機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正ではない。

（２）
入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入
所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正で
はない。

（３）

施設入所（入院）者が外泊又は介護老人保健施設、経過的介護療養型医療施設若しくは介護医療院の試行
的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービス及び地域密着型サービスは算定で
きない。

３

複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱いにつ
いて

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づける。例えば、要介護高齢者夫婦の
みの世帯に100分間訪問し、夫に50分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に50分の訪問介護（身体介護
中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ396単位ずつ算定される。ただし、生活援助については、要介
護者間で適宜所要時間を振り分ける。

４

訪問サービスの行われる利用者の居宅について
　
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、介護保険法第８条の定義上、要介護者の
居宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以外で行われるものは算定できない。例えば、訪
問介護の通院・外出介助については、利用者の居宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関への乗
降、移送中の気分の確認、（場合により）院内の移動等の介助などは要介護者の居宅以外で行われるが、こ
れは居宅において行われる目的地（病院等）に行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得るため
である。居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の移動等の介助などのサービス
行為だけで訪問介護として算定することはできない。

５ 訪問介護を位置付ける場合

（１）
介護保険の訪問介護サービスとして提供できる内容については、『訪問介護におけるサービス行為ごとの区
分等について』（老計第１０号）を参照のこと。

（２）

居宅サービス計画に「生活援助」を位置付ける場合には、居宅サービス計画書（第１表）に生活援助中心型の
算定理由その他やむを得ない事情の内容について記載しなければならない。
なお、同居家族がいる場合は、その家族が家事を行うことが困難である障害、疾病等を明確にしておくこと。ま
た、利用者家族が障害や疾病でなくてもその他の事情により家事が困難な場合も利用可能な場合がある。
（例えば、①家族が高齢で筋力が低下していて、行うのが難しい家事がある場合や、②家族が介護疲れで共
倒れ等の深刻な問題が起きてしまう恐れがある場合、③家族が仕事で不在の時に、行わなくては日常生活に
支障がある場合など。）
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